
１ 活動の重点

「各市町村における教育関連予算等の拡充」に焦点を当て、各郡市小学校長会・政令指定都市小学

校長会や関係機関等の協力を得ながら組織的な調査研究を行い、各学校や各郡市小学校長会・政令指

定都市小学校長会の対策活動の参考となる資料を提供することにより、その運営に寄与する。

２ 活動の概要

市町村における教育関連予算等について、人的支援の具体的な状況及び満足度、人的配置の現状を

補う対応等に関する追跡調査を実施する。特別支援教育の充実に関しては、特別支援学級と通常の学

級に在籍する特別な教育的支援を要する児童数等について継続調査する。

中央教育審議会「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して」の答申に示されたように「学校に

おける働き方改革」「ＧＩＧＡスクール構想」は、新しい時代の学校教育を実現するための重要な取

組である。そこで、本年度は「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備と学習活動の充実」に向けての取組

及び「学校における働き方改革の推進」のための取組について調査内容を見直し、引き続き調査を行

う。

以上の調査研究を報告書にまとめるとともに、資料編「小学校における各市町村単独の人的支援

等の実態」を別に作成し、各郡市小学校長会及び政令指定都市小学校長会における予算要望活動等

の参考資料として提供する。

 (１) 調査研究内容 

「市町村における教育関連予算等に関する調査研究」

ア 市町村教育委員会への問い合わせによる調査

ア）学校基本情報（学校数、通級指導教室数、児童数など）について

イ 教育関連の各種人的配置人数について

（特別支援教育の充実に係る人的支援の配置予定数及び実配置数を含む）

ウ 「外国語科」への取組について

エ 「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備と学習活動の充実」に向けての取組について

オ 「学校における働き方改革の推進」のための取組について

イ 校長への調査

ア）特別支援教育の実態について

イ 市町村予算による人的支援の現状について

ウ 市町村予算による人的支援の現状についての満足度と現状を補う対応について

エ 「ＩＣＴの活用と学習活動の充実」のための取組について

オ 「学校における働き方改革の推進」のための取組について
(２) 調査研究活動 

ア 第一・第二調査研究委員会を設置した調査研究活動の推進

ア 調査内容の検討と調査の実施

イ 調査結果の分析・考察と報告書や資料編の作成

イ 郡市及び政令指定都市対策部の組織を生かした活動の推進

ア 郡市及び政令指定都市対策部と連携した調査・回収・集約

イ 郡市及び政令指定都市対策部代表者会における意見交換及び冊子の活用方法についての情報

交換
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提案 県小学校長会理事

司会 県小学校長会理事

記録 村上市立金屋小学校長 小小池池 秀秀樹樹
対策部 

１ 活動の重点

年々厳しさを増し、先行き不透明な教職員の給与・処遇の中、また退職後の再任用や再就職の増加傾

向が続く状況の中、福利厚生を巡る情勢に対処・対応するため、県中学校長会や全国連合小学校長会、

退職校長会等と連携し、情報収集や調査研究を行い、教職員の給与水準等の維持向上や雇用促進等の

ための要望活動に資する。

また、教職員の福利厚生にかかわる機関・団体との連携を通して、その改善・充実に資する諸活動、

ライフプランにかかわる学習を推進し、教職員の福利の向上に寄与する。

２ 活動の概要

活動の重点の達成を目指し、給与委員会、福利第１委員会、福利第２委員会の３委員会を組織して、

以下の活動を行う。

(１)  県小学校長会として実施する調査研究活動 

ア 校長給与の実態把握及び給与水準の維持向上を図るための要望集約…〈給与委員会〉

（ア）「校長の給与実態についての継続調査」

イ 校長退職後の再就職状況調査…〈福利第１委員会〉

（ア）「校長退職後の再就職状況等の調査」

※令和３年度末退職者のみを対象とした調査に変更

（イ）「退職後を見据えた意識調査」

※現職会員を対象に、年金制度、再任用や定年延長についての考え等を継続調査

(２)  県中学校長会等と一体となって推進する活動 

ア 県内福利関係６団体（公立学校共済組合新潟支部、一般財団法人新潟県教職員互助会、一般

財団法人新潟県教職員厚生財団、新潟県学校生活協同組合、公益財団法人日本教育公務員弘済

会新潟支部、教職員共済生活協同組合新潟県事業所）への要望集約と懇談会開催及び報告書の

作成…〈福利第２委員会〉

※令和４年度は県小学校長会が主管。

・８月上旬頃に県小福利第２委員会・県中福利厚生対策委員会合同役員会

・９月上旬頃に福利関係６団体との懇談会

イ 福利広報「退職時の手続き一覧」の作成と配付…〈福利第１委員会〉

※令和４年度は県中学校長会が主管。（令和４年 月配付予定）

ウ 福利厚生関連事業の活用や福利厚生施設の利用促進に関わる呼び掛け…〈福利部理事〉

(３)  その他 

ア 「調査研究活動報告書」の原稿作成と年間活動の総括〔福利部理事・委員長〕

イ 各郡市校長会では、関係機関・団体の協力を得ながら、退職後を見据えたライフプランの充実に

資するための研修会の工夫に努める。
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